
自依

財
財

主存

源源 一 

般 

会 

計

その他
1億4,500万円

町税
46億8,087万円

116億4,894万円
収入

繰入金
7億6,204万円

使用料および手数料
2億1,314万円

その他
14億9,623万円

町債
7億4,050万円

地方交付税
6億2,000万円

国庫支出金
16億9,317万円

県支出金
7億9,799万円

地方消費税交付金
5億円

　町の収入では、町税が最も大きな割合
（４０.２％）を占めています。人口や住宅が
増加していることによる町民税や固定資産税
の増に加え、軽自動車税、たばこ税の増が見
込まれることから、前年度当初予算と比べて
１億５,５６１万円（対前年度比３.４％）の増
を見込んでいます。その他の主な収入は、新
設中学校建設事業が終了したことで国庫支

出金が５億６２３万円（対前年度比２３.０％）
の減、地方債が１４億１,５１０万円（対前年
度比６５.６％）の減、不足する一般財源を補
うための基金繰入金なども４億８,３７１万円
（対前年度比３８.８％）の減となりました。ま
た、ふるさと納税事業実施に伴う一般寄附金
（ふるさと納税寄附金）は４億円（対前年度比
６６.７％）の増で計上しています。

収　　　　入

依存財源その他内訳
地方譲与税� 6,000万円
利子割交付金� 300万円
配当割交付金� 1,200万円
株式等譲渡所得割交付金� 200万円
ゴルフ場利用税交付金� 300万円
自動車取得税交付金� 1,000万円
地方特例交付金� 4,800万円
交通安全対策特別交付金� 700万円

自主財源その他内訳
分担金及び負担金� 1億8,856万円
財産収入� 330万円
寄附金� 10億円

繰越金� 1億円
諸収入� 2億437万円

予算
町の　本年度の一般会計と特別会計・事業会計の予算総額は１７９

億５,４６８万円です。昨年度の当初予算と比較すると１３億
２,８５７万円（対前年度比６.９％）の減となっています。
　なお、本年度の当初予算は、４月に町長選挙を控えていた
ため、人件費や維持管理経費などの経常的な経費や、継続事
業の経費を中心とした予算を編成しています。

※�金額は万円単位で端数処理しているため、合計が合わない
場合があります。

■ 問い合わせ先　役場政策経営課　☎９６２－０２３０（直）
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平成２８年度

平成２９年度

平成２７年度

平成３０年度

１３３億８,３２５万円

１１１億５,７８０万円

１１２億４２５万円

平成３１年度

１３３億８,２５０万円

１１６億４,８９４万円

一般会計予算の５年間の推移

　福祉や環境、教育などに使われる
一般会計予算は１１６億４,８９４万
円で、前年度と比較すると、１７億
３,３５７万円（対前年度比１３.０％）
の減です。

１１６億４,８９４万円
（対前年度比１３.０％減）

116億4,894万円

支出

総務費
20億15万円

民生費
37億4,439万円

衛生費
9億8,168万円

消防費
4億9,328万円

教育費
17億4,783万円

公債費
8億6,824万円

その他
3億8,992万円
その他内訳
議会費� 9,613万円
労働費� 120万円
農林水産業費� 7,800万円
商工費� 9,642万円

　災害復旧費� 203万円
　諸支出金� 9,614万円
　予備費� 2,000万円

土木費
14億2,345万円

　事務経費などの経常経費の徹底した削減や事業の
必要性や効果を見極め、効果の低い事業や役割が終
了した事業の縮小・廃止を進める一方で、教育環境
充実のための義務教育関連事業、子育て支援や高齢
社会に向けた福祉事業、道路整備事業や公共下水道
事業負担金など生活基盤整備事業を実施していると
ころです。
　支出で最も大きな割合を占めているのは民生費
（３２.１％）です。民生費は、障害者福祉費の扶助

費の増および介護保険事業費の負担金の増などに
より５,８７１万円（対前年度比１.６％）の増となり
ました。次いで大きな割合を占めているのは総務
費（１７.２％）です。総務費はふるさと納税事業の
拡大などにより、４億６,３５６万円（対前年度比
３０.２％）の増です。また、教育費は、新設校建設
費の減などにより、２０億９,２２２万円（対前年度比
５４.５％）の減となっています。

支　　　　出

一般会計総額

町の予算
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民生費

総務費
　全般的な管理事務や徴税、選挙などに用いられる経
費です。本年度は、県知事県議会議員選挙、町長町議
会議員選挙および参議院議員選挙が行われるため、そ
の費用として２,６９６万円を計上しています。
　また、ふるさと納税への取り組みを強化するふるさ
と納税事業費を８億９,４５４万円、土地の境界の位置
と面積を測量する地籍調査に関する経費を３,３０３万
円、平成３０年度から令和２年度にかけて策定中であ
る第６次総合計画に関する経費を６３６万円、相島や
東部地域の地域振興を支援するまち・ひと・しごと創
生総合戦略事業費を６８６万円計上しています。

その他の主な内容は
・コミュニティバス運行補助金� （４,７４８万円）
・ＯＡ機器購入費� （２,１３１万円）
・クラウドサービス利用料� （２,４７０万円）
・行政区運営補助金� （１,１６８万円）

　住民が安定した社会生活を過ごすための
経費で、社会福祉や障がい者、高齢者、児
童福祉などに関するものがあります。
　児童福祉分野では本年度契約更改を行う
学童保育所指定管理者管理委託料として�
６,７００万円、児童手当として７億７,４７２
万円、保育所への財政支援である施設型給
付費・地域型保育給付費７億１,６１３万円を
計上しています。また、障がい者福祉分野
では自立支援給付費５億４,６３７万円計上
しています。

その他の主な内容は
・国民健康保険特別会計繰出金
� （２億４,３６６万円）
・介護保険広域連合負担金� （２億３,２４４万円）
・後期高齢者医療療養給付費負担金
� （２億１,７２２万円）

教育費

衛生費
　住民が健康で衛生的な生活環境を
保持するための経費で、感染症予防
やごみ処理に関する経費などが計上
されています。
　各種予防接種委託料として１億
１,２９７万円、じん芥収集委託料と
して１億７,６６０万円、玄界環境組
合負担金として２億８,７８８万円計
上しています。

その他の主な内容は
・簡易水道事業特別会計繰出金
� （６,９６４万円）
・成人検診等委託料� （１,６９１万円）
・妊婦一般健康診査委託料（３,７０８万円）
・通所療育事業委託料� （２,４５０万円）
・し尿処理委託料� （３,７４５万円）

一般会計予算の主な事業

　教育委員会や小中学校、幼稚園、社会教育
に関する経費が計上されています。
　本年度は、新宮東中学校開校に伴い、新宮
東中学校の管理運営にかかる経費を７,８０３万
円、教育振興にかかる経費を９４６万円計上し
ています。また、新宮東中学校と併せて開始
される新宮中学校の給食にかかる調理委託料
も３,４９５万円を新たに計上しています。その
他、認定こども園などへの財政支援である施
設型給付費を８,２９１万円計上しています。
　社会教育分野では、そぴあしんぐうの空調
および照明機器などの改修を含む施設整備事
業で２億８,７５６万円計上しています。

その他の主な事業
・小学校給食調理委託料� （９,０６７万円）
・私立幼稚園就園奨励費補助金� （６,４３２万円）
・文化振興財団補助金� （３,６６０万円）
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� （単位：万円）

特別会計・事業会計 予算額 増減額

渡 船 事 業 特 別 会 計 １７,７７８ ５,９３８

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 ２５０,０８３ ２２,３０４

後期高齢者医療特別会計 ３３,６８６ ２,０４２

住宅新築資金等貸付事業特別会計 ６７ １

相島診療所事業特別会計 ３,８９９ △３３９

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 ９,７１４ △１,６６８

相島漁業集落環境整備事業特別会計 １,２１３ △６７

水 道 事 業 会 計 １０９,０４６ △５,５２１

公 共 下 水 道 事 業 会 計 ２０５,０８８ １７,８１１

特 

別 

会 

計
・
事 
業 
会 

計

その他

土木費

　町議会の運営経費に用いられる議会費や
失業対策事業などに用いられる労働費、農
林水産業の振興などに用いられる農林水産
業費、商工業の振興や観光事業の経費に用
いられる商工費、防災・消防に用いられる
消防費、災害復旧に用いられる災害復旧
費、地方債の償還金に用いられる公債費、
基金への積み立てなどに用いられる諸支出
金やその他臨時のときに用いられる予備費
があります。

その他の主な事業
・議員共済会負担金� （１,１５１万円）
・農業施設新設改良工事費� （１,３００万円）
・新宮町おもてなし協会補助金� （１,３２０万円）
・粕屋北部消防組合負担金� （４億２４０万円）

　道路整備に関する経費や都市計画に関す
る経費などが計上されています。
　本年度は、平成２８年度から取り組んで
いる新宮ふれあいの丘公園整備事業費を２
億９,５００万円、的野～寺浦線道路改良工
事や新宮東中学校周辺道路の整備事業を含
む社会資本整備事業費を４億８５４万円で
計上しています。
　また、町営住宅雲雀ヶ丘団地の建て替え
のための住宅建設費を４,４１４万円計上し
ています。

その他の主な事業
・公共下水道事業負担金� （２億５,４４４万円）
・都市再生整備計画事業費� （９,７５４万円）
・町道補修工事費� （５,６２７万円）

平成３０年度からの繰越事業
　・地方公共団体情報システム機構負担金 （３２５万円）
　・新宮ふれあいの丘公園整備事業 （５,５２１万円）
　・特別教室等空調設備整備事業 （１億２,１５０万円）

　国民健康保険や水道事業などの特別会
計・事業会計予算の合計は６３億５７４万
円で、前年度と比較すると４億５００万円
（対前年度比６.９％）の増です。

６３億５７４万円
（対前年度比６.９％増）

　特別会計・事業会計は、一般会計の歳入歳
出と区分して特定の目的に対して設置されて
いる会計で、新宮町には７つの特別会計と２
つの事業会計があります。
　渡船事業特別会計は、町営渡船の５年に
一度の定期検査に伴う修繕費用や代船の費
用の増などにより５,９３８万円（対前年度比
５０．２％）の増です。国民健康保険特別会計
は、一人あたりの医療費が年々増加している
ため、２億２,３０４万円（対前年度比９．８％）
の増です。簡易水道事業は、平成３０年度に
実施した貯水池止水工事やポンプ施設更新工
事などが終了したため、１,６６８万円（対前
年度比１４．７％）の減です。
　公共下水道事業会計は、新宮ポンプ場
電気施設改築更新事業の実施などにより
１億７,８１１万円（対前年度比９．５％）の増
です。

※�金額は万円単位で端数処理しているため、合計が
合わない場合があります。

特別会計・事業会計総額

予算町の
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